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研究成果の概要（和文）：　現在、介護報酬では介護保険施設入所者に対する経口摂取や口腔ケアの管理とし
て、経口移行・経口維持加算や口腔衛生管理（体制）加算が評価されているが、十分浸透しているとは言えな
い。
 このため、介護保険施設入所者の経口摂取や口腔ケアに関する歯科専門職の参画による総合的な費用対効果を
明らかにすることを目的に調査を行った。その結果、歯科衛生士による口腔衛生管理加算実施施設では、肺炎に
よる入所者一人あたり月平均入院日数が約4割少なく、歯科衛生士人件費などの支出増を含めても、一施設あた
り月額約12万円程度の増益となっていることが推計された。

研究成果の概要（英文）：At present, long-term care benefits of oral intake and oral care management 
for residents of long-term care facilities are evaluated 　in publicly provided long-term care 
insurance system, but it cannot be said that they have spread sufficiently to these facilities. 
Therefore, we conducted a survey to clarify the overall cost/benefit of participation of dental 
professionals for oral intake and oral care management among residents of long-term care facilities.
 As a result, the average number of hospitalization days per resident due to pneumonia was reduced 
by about 40% at the facilities which provided oral care by dental Hygienists. And it is estimated 
that the profit of the facility has increased by about 120,000 yen, even if expenses increase such 
as labor costs for dental hygienists.

研究分野：社会歯科学

キーワード： 口腔ケア　摂食支援　介護保険施設　費用対効果

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、これまで遅れていた歯科を含めた多職種共同による統合的医療・福祉サービスに関する学際的領域
について、新たに社会的経済的な視点を持ち込んだ介入研究を行うものである。加えて、介護保険施設において
経口摂取支援や口腔衛生管理を通した歯科関係職種との連携の総合的な効果が明らかになることで、現在、低調
にとどまっている経口移行・経口維持加算や口腔衛生管理加算の算定拡大に繋がるとともに、介護領域における
歯科専門職の参画促進・役割拡大をもたらし、要介護者を中心とした国民福祉の向上に貢献することが期待され
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１．研究開始当初の背景 
現在、介護報酬上では、介護保険施設（以下「施設」という。）における栄養管理等が評価
され、経管栄養または摂食嚥下障害・誤嚥が認められた施設入所者について多職種が共同し
て経口摂取のための栄養管理・支援を行った場合の加算、いわゆる経口移行・経口維持加算
が算定されている。また、施設入所者への口腔ケアを推進する観点から、口腔衛生管理体制
加算および口腔衛生管理加算が評価され、拡充されている（表１）。 
しかし、これらの算定が広がっていないとの指摘があり、申請者らは平成 27・28 年度に新
潟県内の全施設を対象とした質問紙調査の結果、9 割以上の施設が協力歯科医療機関を定め
ている一方、歯科専門職が参画する栄養管理関連の加算算定施設は 4割以下であった。また、
口腔衛生関連の加算は歯科専門職が施設職員に入所者の口腔衛生に関わる指導助言を行う口
腔衛生管理体制加算の算定は 7割程度であったが、歯科衛生士による入所者のケアを行う口
腔衛生管理加算は2割以下であった。 
 また、同研究により、栄養および口
腔衛生の管理に関わる加算の算定の
有無と、施設による歯科専門職の独
自雇用との間に有意な関連が認めら
れ、それらによる算定施設当たりの
増収効果は平均で13万程度と推計さ
れた。しかし、当該加算の算定による
直接の増収額だけでは、歯科衛生士
をはじめとした専門職の雇用には十
分とは言えないと考えられた。した
がって、現状を改善していくために
は、歯科専門職が専門的口腔ケアや
歯科治療の介入を行うことによる直
接的な増収効果だけでなく、誤嚥・気
道感染予防や食形態の改善等の介護
保険施設にとってのトータルとして
のコスト・ベネフィットの状況も明
らかにしていくことが必要であると
考えた。 

 
２．研究の目的 
本研究は施設入所者を対象として、歯科専門職が栄養管理関連の加算の算定に参画するこ
とや口腔衛生管理を実施することにより、発熱・肺炎等による診療・投薬経費や入院にとも
なう施設サービス費減額等を含めた収支状況等を明らかにすることを目的とする。 
本研究は、これまで遅れていた歯科を含めた多職種共同による統合的医療・福祉サービス
の実態に関する学際的領域について、新たに社会的経済的な視点を持ち込んだ介入研究を行
うものである。加えて、介護保険施設において経口摂取支援や口腔衛生管理を通した歯科関
係職種との連携の総合的な効果が明らかになることで、現在、低調にとどまっている経口移
行・経口維持加算や口腔衛生管理加算の算定拡大に繋がるとともに、介護領域における歯科
専門職の参画促進・役割拡大をもたらし、要介護者を中心とした国民福祉の向上に貢献する
ことが期待される。 

 
３．研究の方法 
申請者が平成 27・28 年度に N県内全介護保険施設を対象に行った質問紙調査のデータをも
とに、3 群に該当する施設をリストアップし、共通算定加算として口腔衛生管理体制加算を
算定していることを要件に、施設とそれらの協力歯科医療機関または在宅歯科医療連携室に
研究の目的・内容を説明した上で研究への協力を求めた。 
研究参加の同意が得られた施設の介護サービスにおいて歯科が関わる栄養管理、口腔衛生
管理関連の加算算定の状況を改めて確認し、それによって 3 群を設定し、介入群として共通
算定加算に加え、口腔衛生管理加算の算定施設を介入群Ⅰとし、経口移行、経口維持加算Ⅰ・
Ⅱを算定しているが、該当するサービスに歯科専門職の参画がない施設を介入群Ⅱとした。
また、口腔衛生管理体制加算のみの算定施設をコントロール群とした。 
介入に先立ち、施設の協力歯科医療機関の歯科医師および在宅歯科医療連携室に所属する
に歯科衛生士に対し、介護報酬の算定基準や算定モデルに準拠した標準的な介入間隔・実施
時間・内容等を示し、介入内容の周知、口腔衛生管理および経口移行・経口維持における指
導・支援の介入内容の説明を行った。介入期間は、Ueda K, et al. （Gerodontology, 20: 
50-56, 2003）の報告を参考に、4 ヵ月を 1 クールとした。 
介入開始 4 ヶ月前に介入なしの第 1クール（各群施設コントロール）として、施設の職員
から調査対象入所者の背景・基本的属性（性、年齢、入所期間、要介護度、日常生活自立度、
認知機能、既往症）に加え、本研究の調査項目である入所者の喫食状況・食形態、食事介助・

表１．各加算の算定要件の概要 
加算名称 算定単位 算定要件の概要 

栄養マネジメント加算 14   
単位/日 

常勤の管理栄養士を配置し、入所者毎の栄養状態を把
握し、多職種（※）が共同して栄養ケア計画を策定し、
栄養管理を行う。 

経口移行加算 28  
単位/日 

現に経管により食事を摂取している入所者につい
て、多職種（※）が共同して経口移行計画を策定
し、栄養管理および支援を行う。 
（算定要件）栄養マネジメント加算の算定 

経口維持加算（Ⅰ） 400  
単位/月 

現に経口により食事を摂取する者で摂食機能障害・誤
嚥が認められる入所者について、多職種（※）が共同
して食事の観察等を行い、経口維持計画を策定し、栄
養管理を行う。 
（算定要件）栄養マネジメント加算の算定、経口移行
加算の算定 

経口維持加算（Ⅱ） 100  
単位/月 

経口維持加算（Ⅰ）を算定している場合であって、食
事の観察等に医師、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴
覚士が加わった場合。 
＊協力歯科医療機関を定めていること 
（算定要件）経口維持加算Ⅰの算定 

口腔衛生管理体制加算 30   
単位/月 

歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、
介護職員に対し入所者の口腔ケアに係る助言指導を
月 1 回以上実施。 
（算定要件）助言・指導に基づき入所者または入院患
者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されて
いること 

口腔衛生管理加算 90 
単位/月 

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し
口腔ケアを月 2 回以上実施するとともに、施設職員
に助言指導を行った場合。 
（算定要件）口腔衛生管理体制加算の算定 

（※）多職種：医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員、その他の職種 



口腔ケアの平均所要時間のベースラインデータを収集した。 
研究期間は平成 29 年度後半からの開始を予定していたが、平成 30 年度介護報酬改定にお
いて、経口維持加算、口腔衛生管理（体制）加算等の大幅な見直しが行われることが明らか
になり、同改定が研究遂行や結果に影響を与えることから、改定を待って再度、介護保険施
設の協力確認を行うこととなった。その後、2 施設の協力を得て、平成 30 年 10 月から介入
研究を開始したが、協力歯科医療機関の派遣歯科衛生士の退職等に伴い、中断することとな
った。平成 31年度は別の 3施設の協力が得られたが、入所者の同意取得に時間を要し、調査
開始が 8 月以降にずれ込み、その後、新型コロナウィルス感染症の流行により、各施設とも
第 2 クールの中途で介入研究を中断せざるを得ない事態に至った。このため、口腔衛生管理
加算等の実施内容別の施設間比較を行った。 
 
４．研究成果 
1）調査対象者の状況 
 コントロール群（口腔衛生管理体制加算のみ算定）の入所定員は 50 人、入所者数 49 人、
男性 10人、女性 39 人、平均年齢 87.3 歳、平均要介護度 4.0 であった。介入群Ⅰ（口腔衛生
管理体制加算＋口腔衛生管理加算算定）の入所定員は 90 人、入所者数 85人、男性 16 人、女
性 69 人、平均年齢 86.5 歳、平均要介護度 4.0 であった。介入群Ⅱ（口腔衛生管理体制加算
＋経口移行・維持加算（歯科専門職参画なし）算定）入所定員は 50 人、入所者数 50 人、男
性 4人、女性 44人、平均年齢 87.8 歳、平均要介護度 3.7 であった。 
 今回の調査対象者の総数は男性 32 人、女性 152 人の計 184 人で、平均年齢 87.1 歳、平均
要介護度 3.9 であった。 
 
2）各加算の算定状況（表 2） 
コントロール群における口腔衛生管理体制加算の算定者数は 45 人、算定者率 91.8％で、
当該加算に係る請求月額は 13,500 円であり、入所者 1人平均月額は約 280 円であった。介入
群Ⅰにおける口腔衛生管理体制加算の算定者数は 81 人、算定者率 95.3％、口腔衛生管理加
算の算定者数は 77 人、算定者率 90.6％で、当該加算に係る請求月額は 93,600 円であり、入
所者 1人平均月額は約 1,100 円であった。 
一方、口腔衛生管理体制加算の算定者数は 48 人、算定者率 96.0％、経口移行加算の算定
者数は 2人、算定者率 4.0％、経口維持加算Ⅰの算定者数は 6人、算定者率 12.0％で、当該
加算に係る請求月額は 55,200 円であり、入所者 1人平均月額は約 1,100 円であった。 

 
3）口腔衛生管理加算算定の有無による比較 
施設コントロール期間（4ヵ月）中の肺炎による入所者 1人あたり 1月平均入院日数を比較す
ると、コントロール群で 0．41日、介入群Ⅰで 0.24 日、介入群Ⅱで 0.36 日であり、歯科衛生士
による直接の口腔ケアを実施している介入群Ⅰではコントロール群と比較して、肺炎による入
所者 1人あたり 1月平均入院日数が約 4割短かった（p<0.05）。 
介入群Ⅰでは口腔衛生管理加算の実施にあたって歯科衛生士を週 3日、1日あたり 4時間の時
間給で雇用していたが、こうした人件費、口腔ケア用品等の支出増があっても、口腔衛生管理加
算の算定による収入増と入院による施設介護収入および発熱等に関連する保健衛生費の減によ
り、少なくとも一施設（100 人定員想定）あたり月額約 12 万円程度の増益となっていることが
推測された。 
 

表２．各加算の算定状況

加算請求月額

算定者数（人） 算定者率(%) 算定者数（人） 算定者率(%) 算定者数（人） 算定者率(%) 算定者数（人） 算定者率(%) 算定者数（人） 算定者率(%) （円）

コントロール群 49 45 91.8 － － － － － － － － 13500

介入群Ⅰ 85 81 95.3 77 90.6 － － － － － － 93600

介入群２ 50 48 96.0 － － 2 4.0 6 12.0 － － 55200

入所者数（人）
口腔衛生管理体制加算 口腔衛生管理加算 経口移行加算 経口維持加算Ⅰ 経口維持加算Ⅱ
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